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News Release

 

 

新新たたなな投投資資信信託託商商品品のの取取扱扱いいをを開開始始ししまますす！！  

 
百十四銀行（頭取 森 匡史）は、投資信託新商品の取扱いを開始しますので、下記のとおりお知らせします。 

「One割安日本株ファンド（年1回決算型）」は国内の割安株に投資します。「世界半導体関連フォーカスファンド」

は、日本を含む世界の半導体関連株式に投資します。「インデックスファンド Nifty50（インド株式）」は、インドの

主要株価指数 Nifty50の動きに連動する投資効果をめざします。 

当行は、今後もお客さまのニーズに幅広くお応えし、お客さま本位の商品提供につとめてまいります。 

 

記 

 

 取扱いを開始する商品（詳細は添付の商品概要書をご参照ください） 

商品名 運用会社 

One割安日本株ファンド（年1回決算型） アセットマネジメントOne㈱ 

世界半導体関連フォーカスファンド SBI岡三アセットマネジメント㈱ 

インデックスファンド Nifty50（インド株式） 日興アセットマネジメント㈱ 

 

 取扱開始日 

2025年3月10日（月） 

 

 取扱店 

当行の全ての本支店及び出張所またはインターネットバンキング 

 
以 上 

 

 

 

 

 

来店予約サービスのご案内 

ご予約いただいたお客さまを優先的にご案内するサービスです。 

こちらをご利用いただくと待ち時間もなくスムーズにご案内させていただきます。 

店頭でのお手続きやご相談をご希望のお客さまは右記二次元バーコードからご確認ください。 



商品概要書 

商 品 名 One割安日本株ファンド（年 1回決算型） 

商 品 分 類 追加型／国内／株式 

フ ァ ン ド の 特 色 

国内の割安株へ投資を行い、相対的に高い配当収入と値上がり益の獲得をめ

ざします。運用にあたっては、株価のバリエーションに着目しつつ、それぞ

れの企業ファンダメンタルズ等も勘案します。 

積 立 投 信 対象 

申 込 単 位 １万円以上１円単位（積立１千円以上１千円単位、金額指定） 

申 込 手 数 料 （ 税 込 ） 1億円未満 2.2%、1億円以上 1.1％ 

信 託 報 酬 （ 税 込 ） 年率 1.265％ 

信 託 財 産 留 保 額 0.30％ 

信 託 期 間 2047年 12月 23日まで 

N I S A 取 扱 い NISA成長投資枠対象 

 

商 品 名 世界半導体関連フォーカスファンド 

商 品 分 類 追加型／内外／株式 

フ ァ ン ド の 特 色 

世界（日本を含む）の半導体関連企業の株式に投資します。ポートフォリオ

の構築にあたっては、半導体関連企業の中から、ファンダメンタルズ分析を

通じて成長性や株価バリエーションを精査した上で銘柄を選定します。実質

組入れ外貨資産については、原則として為替ヘッジを行いません。 

積 立 投 信 対象 

申 込 単 位 １万円以上１円単位（積立１千円以上１千円単位、金額指定） 

申 込 手 数 料 （ 税 込 ） 1億円未満 3.30%、1億円以上 1.65％ 

信 託 報 酬 （ 税 込 ） 年率 1.948％程度 

信 託 財 産 留 保 額 － 

信 託 期 間 2045年 9月 15日まで 

N I S A 取 扱 い NISA成長投資枠対象 

 

商 品 名 インデックスファンド Nifty50（インド株式） 

商 品 分 類 追加型／海外／株式／インデックス型 

フ ァ ン ド の 特 色 

インドの金融商品取引所に上場している株式および株価指数先物取引にか

かる権利、ならびに国内外の短期公社債などを主要投資対象とします。

Nifty50指数（税引後配当込み、円換算ベース）」の動きに連動する投資効

果をめざします。 

積 立 投 信 対象 

申 込 単 位 1万円以上 1円単位（積立１千円以上１千円単位、金額指定） 

申 込 手 数 料 （ 税 込 ） 1億円未満 3.30%、1億円以上 1.65％ 

信 託 報 酬 （ 税 込 ） 年率 0.8855％ 

信 託 財 産 留 保 額 － 

信 託 期 間 無期限 

N I S A 取 扱 い NISA成長投資枠対象 



投資信託ご購入に関するご留意事項 

●NISA の対象となる投資信託については、当行営業店窓口でお問い合わせください。●手数料について

投資信託のお申込みに際しては、所定のお申込手数料がかかります。これに加えて、監査費用や目論見

書印刷費用など信託事務の諸費用が別途純資産総額に対して差し引かれるほか、各組入れ有価証券にお

いて、有価証券売買手数料、有価証券の管理費用等が別途純資産総額より差し引かれます。なお、これ

らの商品にかかる費用の合計額は、お申込手数料、信託報酬、監査費用等の合計額になりますが、事前

に計算できない費用もあるため、その総額や計算方法を記載しておりません。詳しくは、各投資信託の

投資信託説明書（交付目論見書）の「費用・税金」をご覧ください。●投資信託はリスクを含む商品で

あり、運用実績は市場環境により変動します。したがって、元本が保証されている商品ではありません。

●投資信託は預金ではありません。●投資信託は預金保険の対象ではありません。また、当行で取り扱

う投資信託は、投資者保護基金の対象ではありません。●投資信託の運用による損益は、投資信託をご

購入されたお客さまに帰属します。●投資信託は銀行の設定した商品ではありません。●当資料は情報

の提供を目的として当行が作成したものであり、当資料による何らかの行動を勧誘するものではありま

せん。●お申込みに際しましては当行窓口にて、投資信託説明書（交付目論見書）をお渡ししますので、

必ず内容を十分にお読みいただき、お客さま自身の判断でお願いいたします。●投資信託のご契約の有

無がお客さまへのご融資その他の取引に影響を及ぼすものではありません。 


